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【歳出の削減】

1 ＡＲで実現する防災意識改革
事業費

危機管理防災課

2 全国家計構造実態調査事業費

統計室

3 ＤＸ人材育成・誘致事業費

DX推進課

4 工事事務管理システム更新
事業費

DX推進課

5 議案等印刷製本費

財政課

Ｒ ６ 予 算 額 8,195 Ｒ７見直し見込額 8,195

事 業 内 容
全国及び地域別の世帯の所得分布及び消費の水準、構
造等に関する基礎資料を得るため、家計における消費、所
得、資産及び負債の実態を調査しています。

見直し内容・理由

令和３年度から４年間にわたり、ＤＸ人材の育成・誘致に係
る事業を展開し、一定の成果を果たしたこと、また、その積
み重ねた業績を民間企業に引き継ぐことから、本事業を廃
止します。

Ｒ ６ 予 算 額 8,700 Ｒ７見直し見込額 8,700

2,196

主な見直し事業一覧

事　業　名 内　容　及　び　金　額　（千円）

事 業 内 容
県民に災害を自分事として認識してもらい「逃げ遅れゼロ」
を実現するため、ＡＲ（拡張現実）を用いた浸水・火災体験
の訓練や出前講座等を実施しています。

見直し内容・理由

ＡＲ機器の導入及び啓発動画を作成し、所期の目的を達
成したことから、事業を廃止します。今後は、災害訓練や出
前講座等での利活用を進め、「自らの命は自らが守る」とい
う意識の醸成に取り組みます。

事 業 内 容
多様なＤＸ人材を育成・誘致するため、セミナーやコンテス
ト等の開催により、ＤＸ人材候補が共に成長できる機会を
創出するとともに、その取組を全国に発信しています。

見直し内容・理由 調査が完了したことから、本事業を廃止します。

Ｒ ６ 予 算 額 51,160 Ｒ７見直し見込額 51,160

事 業 内 容 県議会に提出する議案等の印刷を行っています。

見直し内容・理由
理事者の説明に当たってはパソコンを活用するなど、ペー
パーレス化を推進することとし、印刷部数を削減します。

Ｒ 6 予 算 額 6,773 Ｒ7見直し見込額

事 業 内 容
工事事務管理システムを改修し、システムの機能向上によ
る業務効率化やヒューマンエラーの防止等を実施していま
す。

見直し内容・理由
計画していた改修が全て完了したことから、本事業を廃止
します。

Ｒ ６ 予 算 額 216,920 Ｒ７見直し見込額 216,920
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事　業　名 内　容　及　び　金　額　（千円）

6 女性活躍推進モデル企業創出
事業費

人権・男女共同参画課

7 働く人の学び直しの場拡充
支援事業費

県民の学び支援課

8 ＰＣＲ検査体制強化事業費

感染症対策課

9 商店街ソーシャル・ビジネス
創業支援事業費

産業政策課

10 エネルギーコスト削減促進
ツール普及事業費

経営・創業支援課

見直し内容・理由

事業開始時に比べ社会人向け講座数が増えたことから、
今後はより利便性の高い社会人学びの総合ポータルサイト
への講座情報の掲載により、学び直しの機運を醸成するこ
ととし、本事業を休止します。

Ｒ ６ 予 算 額 750 Ｒ７見直し見込額 750

事 業 内 容
商店街の活力向上を図るため、「長野県ソーシャル・ビジネ
ス創業支援金」の交付決定を受けた商店街の振興に関す
る事業に対して上乗せ補助をしています。

見直し内容・理由
人口減少社会に対応した新たな商店街の創出に向けて、
各商店街の課題に応じたデジタル化の導入に対する支援
に移行するため、本事業を廃止します。

Ｒ ６ 予 算 額 2,000 Ｒ７見直し見込額

Ｒ７見直し見込額 3,215

事 業 内 容
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、感染症法
に基づく行政検査を実施するとともに、変異株の発生状況
を早期に発見するためのゲノム解析を実施しています。

見直し内容・理由
新型コロナウイルス感染症が通常医療へ完全移行したこと
により行政検査数が減る見込みのため、事業費を縮減しま
す。

Ｒ ６ 予 算 額 83,715 Ｒ７見直し見込額 63,576

事 業 内 容

社会人の主体的な学び直しを促進し、県内における社会
人の受け皿の拡充を図るため、社会人の受講に配慮したリ
カレント講座を開設する大学等に対して、当該講座の開設
費用の一部を補助しています。

事 業 内 容

女性が自らの希望と能力に応じた働き方ができる社会の実
現を目指して、県内企業を対象に、女性の職業生活にお
ける活躍の推進に係る課題解決に向けたアドバイザーによ
る個別支援を実施しています。

見直し内容・理由
２年間で県内企業７社を支援するなど一定の成果を得られ
ており、また、他部局や国において代替事業が存在するた
め、本事業を廃止します。

Ｒ ６ 予 算 額 3,215

事 業 内 容

県内企業のエネルギーコスト削減を促進するため、「エネ
ルギーコスト削減促進ツール」をR5年度に開発し、無償提
供しています。R6年度は利用方法の説明会を開催するとと
もに、ツールの改修をしています。

見直し内容・理由
ツールの構築・改修が完了したため、本事業は廃止しま
す。引き続き産業支援機関等との連携によりツールの普及
を図ります。

Ｒ ６ 予 算 額 3,000 Ｒ７見直し見込額 3,000

2,000
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事　業　名 内　容　及　び　金　額　（千円）

11 伝統的工芸品
Reブランディング支援事業費

産業技術課

12 NAGANOインターンシップ
補助金

労働雇用課

13 長野県パパ育休公表奨励金

労働雇用課

14 観光地域パッケージ型
インターンシップ事業費

山岳高原観光課

15 スノーリゾート再評価・再構築
促進事業費

山岳高原観光課

事 業 内 容

地域におけるスノーリゾートの今後に向けた検討を促すた
め、スキー場に特化した経済波及効果の分析ツールの開
発や、スノーリゾートの再構築に向けたアドバイザーによる
助言を行っています。

見直し内容・理由
分析ツールの開発が完了する見込みであるとともに、アド
バイザーによる助言は「観光地域づくり地域支援事業」に
移管することとしたため、本事業を廃止します。

Ｒ ６ 予 算 額

5,220

事 業 内 容
宿泊、交通等様々な事業者が関わる観光業の特徴を生か
し、観光地内で様々な業種の体験ができるパッケージ型イ
ンターンシップを実施しています。

見直し内容・理由

滞在期間を長期化し、「仕事をしながら暮らすこと」が体感
できるよう「信州ワーキングホリデー事業」（企画振興部）に
おいて一体的に実施することとしたため、本事業を廃止し
ます。

Ｒ ６ 予 算 額 3,500 Ｒ７見直し見込額 3,500

5,917 Ｒ７見直し見込額 5,917

事 業 内 容
育児休業取得状況の公表等に取り組んだ県内中小企業
に対して奨励金を支給することで、育児休業を取得しやす
い職場環境づくりを推進する機運醸成を図っています。

見直し内容・理由
男性従業員の育児休業取得日数に応じて奨励金を支給
する「長野県パパ育休応援奨励金」により育児休業取得状
況の公表等の促進を図ることとし、本奨励金を廃止します。

Ｒ ６ 予 算 額 5,220 Ｒ７見直し見込額

事 業 内 容
大学生等が県内の事業所等のインターンシップに参加す
るための経費を補助することで、県内就職や県内企業の魅
力についての理解を促進しています。

見直し内容・理由
新たに構築した「インターンシップ促進・就活支援事業」の
中で実施することとし、本補助金は廃止します。

Ｒ ６ 予 算 額 3,353 Ｒ７見直し見込額 3,353

事 業 内 容
伝統的工芸品産業のファン拡大を図るため、県内の若年
層に向けた伝統的工芸品の魅力発信事業を実施していま
す。

見直し内容・理由
海外展開やインバウンドを見据えた新商品開発や、産地留
学による魅力発信を通じた担い手創出など新たな支援施
策に移行するため、本事業を廃止します。

Ｒ ６ 予 算 額 9,833 Ｒ７見直し見込額 9,833
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事　業　名 内　容　及　び　金　額　（千円）

16 中山間地域の水田における
用水管理の省力化事業費

農地整備課

17 ため池管理保全強化事業費

農地整備課

18

農村振興課

19 担い手育成支援事業費

農村振興課

20 信州農業エグゼクティブＭＢＡ
研修事業費

農村振興課

「地域計画」総合対策事業費

見直し内容・理由

事 業 内 容
ＩＣＴ技術を活用した、ため池の状態観測機器の開発・検
証を進め、防災減災対策としてため池監視体制の強化を
図っています。

ため池観測機器の開発が完了したため、今後は同機器を
活用した子局観測機器の整備へ移行します。

Ｒ ６ 予 算 額 2,000 Ｒ７見直し見込額 2,000

事 業 内 容
自動給排水システムや水路の地中化等の導入促進を図
り、水稲栽培における水管理の省力化や、担い手への
農地集積を推進しています。

見直し内容・理由
モデルとなる水田の水路地中化工事が完了したため、今
後は現地見学会の開催等普及促進を図っていきます。

Ｒ ６ 予 算 額 2,700 Ｒ７見直し見込額 900

事 業 内 容
中核的経営体の育成・確保等を目的として、長野県農業
再生協議会が実施する経営コンダクターの設置、研修会
の開催、担い手情報誌の発行等を支援しています。

見直し内容・理由
担い手情報誌の発行部数を削減することにより事業を縮減
し、今後は長野県農業再生協議会のホームページに掲載
している電子版も活用しつつ支援を継続していきます。

Ｒ ６ 予 算 額 8,360 Ｒ７見直し見込額 418

事 業 内 容
地域の話合いに基づき市町村が策定する「地域計画」に
係る取組に必要な経費を支援しています。

見直し内容・理由

県内の「地域計画」策定が令和７年３月までに完了すること
に伴い、「地域計画」の策定を支援する事業を廃止し、今
後は「地域計画」に基づく取組を支援する事業に移行しま
す。

Ｒ ６ 予 算 額 46,045 Ｒ７見直し見込額 46,045

事 業 内 容
売上10億円を目指す経営者を対象に、農業経営に必要な
知識・技術を習得するための研修を実施しています。

見直し内容・理由
３か年の事業実施により、対象となる経営体へ概ね支援を
終えたため、本研修は廃止し、今後は研修受講経営体の
目標実現のための伴走支援を行います。

Ｒ ６ 予 算 額 4,177 Ｒ７見直し見込額 4,177
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事　業　名 内　容　及　び　金　額　（千円）

21 持続的な林業経営の確立支援
事業費

信州の木活用課

22 有料道路の利用者負担軽減
事業費

道路建設課

23 高度情報化推進事業費

警察本部会計課

24

警察本部会計課

25 地域警察強化事業費
（交番・駐在所ＦＡＸ回線料）

警察本部会計課

事 業 内 容
森林組合経営層を対象として経営意識や能力向上等を目
的としたセミナー等を開催する費用の一部を補助していま
す。

見直し内容・理由
次世代の経営リーダーを育成するためのセミナーを複数
年間実施したこと等により所定の目的を達成し、今後は実
践の段階へと移行するため、本事業を廃止します。

Ｒ ６ 予 算 額 259 Ｒ７見直し見込額 259

警察一般活動経費
（警察電話回線料）

事 業 内 容
警察署や交番・駐在所等の警察施設にネットワークを構築
し、警察業務に使用しています。

見直し内容・理由

治安情勢等を踏まえ、警察本部出先機関の廃止や駐在所
を統廃合して、交番や複数制駐在所を設置することで、廃
止する施設の警察情報通信ネットワーク委託料を縮減しま
す。

事 業 内 容
通勤・通学・通院などで県道路公社が管理する有料道路を
日常的に利用する県民の通行料金を軽減しています。

見直し内容・理由
白馬長野有料道路が令和７年２月に無料開放されることに
伴い、本事業を廃止します。

Ｒ ６ 予 算 額 4,600 Ｒ７見直し見込額 4,600

Ｒ ６ 予 算 額 220,618 Ｒ７見直し見込額 958

事 業 内 容
警察署や交番・駐在所等の警察施設に警察電話を設置
し、警察業務に使用しています。

見直し内容・理由
治安情勢等を踏まえ、駐在所を統廃合して交番や複数制
駐在所を設置することで、廃止する駐在所の警察電話回
線料を縮減します。

Ｒ ６ 予 算 額 139,588 Ｒ７見直し見込額 672

事 業 内 容
交番・駐在所にFAXを設置し、警察業務に使用していま
す。

見直し内容・理由
治安情勢等を踏まえ、駐在所を統廃合して交番や複数制
駐在所を設置することで、廃止する駐在所のＦＡＸ回線料
を縮減します。

Ｒ ６ 予 算 額 5,938 Ｒ７見直し見込額 131
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事　業　名 内　容　及　び　金　額　（千円）

26 ＩＣＴを活用した児童生徒による
学習状況フィードバック
システム構築事業費

学びの改革支援課

27 県立高校「未来の学校」構築
事業費

学びの改革支援課

28 １人１台端末等を活用した
「心の健康観察」の導入推進
事業費

心の支援課

【歳入の確保】

1 県有施設再エネ100％電力
推進事業費

ゼロカーボン推進室

2 奨学金返還支援制度導入
企業サポート事業

労働雇用課

3 公園管理費

都市・まちづくり課

※一部の事業について、予算要求概要公表時から変更があります。

歳 入 科 目 使用料及び手数料 Ｒ ７ 効 果 額 300

項　　　　目 内　　容　及　び　金　額　（千円）

見 直 し 内 容
 株式会社八十二銀行との連携協定に基づき私募債引受
手数料の一部を寄付していただくことにより、県有文化施
設の脱炭素化事業に必要な歳入を確保します。

歳 入 科 目 寄付金 Ｒ ７ 効 果 額 ―

見 直 し 内 容
若里公園の賑わい創出事業者の募集を行い、公園の賑わ
い創出を図るとともに、事業者が公園内に設置する施設に
対する公園使用料の確保を図ります。

見 直 し 内 容
県内企業の人材確保を支援するため、奨学金返還支援制
度を設ける県内企業に対して負担額を補助する本事業へ
の寄付金を募ります。

歳 入 科 目 寄付金 Ｒ 7 効 果 額 1,510

見直し内容・理由

当初の事業設計のとおり、実証研究し、自走の段階になっ
たためＩＣＴを活用した本事業を廃止します。
なお、今後も市町村等へのフォローアップは行ってまいりま
す。

Ｒ ６ 予 算 額 11,039 Ｒ７見直し見込額

事 業 内 容

ＣＢＴによる学習状況の即時フィードバックにより、自らの学
習を調整し、自律的に学ぶ児童生徒を育成するため、県
独自のＣＢＴシステムの構築及び効果検証を実施していま
す。

事 業 内 容
実践校６校について、アドバイザー等の助言を得ながら概
ね５年間取り組んでいる研究開発を支援するとともに、成
果の普及に努めています。

11,039

Ｒ ６ 予 算 額 1,650 Ｒ７見直し見込額 1,650

見直し内容・理由
令和７年度から新たに３校程度を公募により指定し、県立
高校の新たな研究を支援します。加えて、過去の研究成果
を含めた普及企画を実施する形に再構築しました。

Ｒ ６ 予 算 額 6,084 Ｒ７見直し見込額 1,404

事 業 内 容

文部科学省による不登校・いじめ対策の前倒しでの緊急
実施（令和５年度補正予算）に合わせ、自殺リスク等の早
期把握に向け、１人１台端末等を活用した「心の健康観察」
導入を、市町村への再委託により推進しています。

見直し内容・理由
国事業が終了し、所期の目的が達成されたことから、本事
業を廃止します。
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危機管理部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

危機管理防災課 026-235-7408 026-233-4332 bosai@pref.nagano.lg.jp

企画振興部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

統計室 026-235-7070 026-235-0517 tokei@pref.nagano.lg.jp

DX推進課 026-235-7072 026-235-0517 dx-promo@pref.nagano.lg.jp

総務部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

財政課 026-235-7039 026-235-7475 zaisei@pref.nagano.lg.jp

県民文化部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

人権・男女共同参画課 026-235-7102 026-235-7389 jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

県民の学び支援課 026-235-7285 026-235-7284 ken-manabi@pref.nagano.lg.jp

健康福祉部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

感染症対策課 026-235-7336 026-235-7334 kansen@pref.nagano.lg.jp

環境部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

ゼロカーボン推進室 026-235-7022 026-235-7491 zerocarbon@pref.nagano.lg.jp

産業労働部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

産業政策課 026-235-7192 026-235-7496 sansei@pref.nagano.lg.jp

経営・創業支援課 026-235-7195 026-235-7496 keieishien@pref.nagano.lg.jp

産業技術課 026-235-7196 026-235-7197 sangi@pref.nagano.lg.jp

労働雇用課 026-235-7118 026-235-7327 rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

観光スポーツ部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

山岳高原観光課 026-235-7250 026-235-7257 mt-tourism@pref.nagano.lg.jp

農政部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

農地整備課 026-235-7238 026-233-4069 nochi@pref.nagano.lg.jp

農村振興課 026-235-7242 026-235-7483 noson@pref.nagano.lg.jp

林務部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

信州の木活用課 026-235-7274 026-235-7364 ringyo@pref.nagano.lg.jp

建設部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

道路建設課 026-235-7318 026-235-7391 michiken@pref.nagano.lg.jp

都市・まちづくり課 026-235-7296 026-252-7315 toshi-machi@pref.nagano.lg.jp

警察本部
課室名 電話 ファックス メールアドレス

会計課 026-233-0110 026-232-1110 police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

教育委員会事務局
課室名 電話 ファックス メールアドレス

学びの改革支援課 026-235-7433 026-235-7495 kyogaku@pref.nagano.lg.jp

心の支援課 026-235-7450 026-235-7484 kokoro@pref.nagano.lg.jp

《　　連　　絡　　先　　》
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